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■２１年度計画

年度 年度

％

年度 年度

年度 年度

千円

千円 千円

■局施策に対する担当局の評価

■　評価担当部署の意見

適切な評価 下記のとおり

現状値

実績

達成度

達成度

実績

現状値

総合的・先導的な廃棄物対策の推進

大項目

総合的・先導的な廃棄物対策の推進

目標値

現状値

計画

担当局／
総務担当課名

Ⅵ-3-(1)-②

実績

582-2182

総務課

C時点：22. 7月

○

A時点：－ B時点：-

環境局

年間ごみ処理量を一般廃棄物処理基本計画で49万tとしていた理由、及び平成21年度がその計画値を大きく上回る14万t減量となった分析を示し、次の
計画に生かすことが望まれます。

A

局名 環境局

適正な廃棄物の処理

施
策
の
概
要

何（誰）をどのような状
態にしたいのか。

良好な市民生活環境を確保するため、ごみ処理施設の計画的な改修・更新、最終処分場の着実な整備を推進し、長期・安定的
なごみ処理体制を構築する。また、一般廃棄物の３Ｒの推進はもとより、市内産業の維持・発展や地域環境保全の視点も含む
循環型社会形成基本計画を策定し、廃棄物の減量・資源化を推進する。

その結果、実現を目指
す取組みの方針名

成果指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

連絡先

21年度評価

事業費 592

うち一般財源

　　A時点　－
　　B時点　－
　　C時点　22.7月【21年度：執行額】

局施策の
　評価

成果指標の結
果を踏まえ、構
成事業の評価
結果なども考
慮し評価を行
う。

592

【局施策評価】　　Ａ：大変良い状況にある　 　Ｂ：概ね良い状況にある　　Ｃ：概ね良い状況とまでは言えない　　Ｄ：不十分な状況にある

目標値

目標値

○目標は、４９万ｔであるが、平成２１年度は３５万ｔとなり、当初目標を大きく上回る１４万ｔの減量を達成。
○市政評価でも「適正なごみ処理」は、１７年連続で１位となるなど市民から高評価を得ている。

平成２１年度

計画

局　施　策　評　価　票

○本計画は、平成２２年度末で終了するが、廃棄物処理法（法６条第１項）の規定に基づき、これに代わる基本計画を国の第２次
　循環型社会形成推進基本計画、北九州市環境基本計画、グリーンフロンティアプランなどと整合を図りながら策定する。

今後の
局施策の
方向性

2,400

目標値

コ
ス
ト

施
策
の
成
果

主な分析理由

22

49万ｔ

140.0

35万ｔ

49万ｔ

計画

達成度

21

35万ｔ

年間ごみ処理量

発生抑制、再使用の取組み及び再資源化率を引き上げる取組みによって、年間ご
み処理量49万t体制をめざす

現状値

構成事業にかかった
人件費の目安(21年度）

平成 21 年度実施施策

施　策　名

取組みの方針

環境を未来に引き継ぐ

循環型の生活様式・産業構造への転換

基
本
計
画



千円 千円

①
千円

千円 千円

②
千円

千円 千円

③
千円

千円 千円

④
千円

千円 千円

⑤
千円

千円 千円

⑥
千円

千円 千円

⑦
千円

千円 千円

⑧
千円

千円 千円

⑨
千円

千円 千円

⑩
千円

千円 千円

千円

環境局

Ⅵ-3-(1)-②

― 21年度

構成事業名

事業費

―

C時点【21年度：執行額】

平成
年度
実施施策

B時点：- C時点：22. 7月

○

　　構　成　事　業　一　覧 A時点：－

21

経費分類

裁量的経費
義務的経費

特別経費（重点）
特別経費（臨時）

事業費のうち一般財源

事業費のうち一般財源

592

事業費

―

局施策の
21年度評価

―
事業費のうち一般財源

―

―

事業費のうち一般財源

― ―

―

―

―

――

―

― ―

―

―

事業費のうち一般財源

―

事業費のうち一般財源

事業費のうち一般財源

施　策　名 適正な廃棄物の処理

―

ウ

―

裁量的経費

今後の方向性

― ２１年度

「北九州市一般廃棄物処理基本計画」推進事業

事業費のうち一般財源

事業費のうち一般財源

事業費のうち一般財源

【事業の今後の方向性】　　ア：事業の見直しを図ることが可能　　イ：休止・廃止を検討　　ウ：現状のまま進めることが適当　　エ：終了

局施策全体のコスト
―

592

施策全体の事業費のうち一般財源

２１年度
【局施策評価】
Ａ：大変良い状況にある
Ｂ：概ね良い状況にある
Ｃ：概ね良い状況とまで
　　は言えない
Ｄ：不十分な状況にある

2,400592

592

事業にかかった
人件費の目安
(21年度)

―

2,400

―

人件費（目安）

A

―



新規 継続

○

柱

①

②

③

年度

％

年度

％

千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

Ⅵ-3-(1)-②

目標は、４９万ｔであるが、平成２１年度は３５万ｔとなり、当初目標を大きく上回る１４万ｔの減量を達成。

市民１人１日当りのごみ量

達成度

22計画

実績 28.3%

141.5

うち一般財源

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に
対し、効果があったのか。

コ
ス
ト

592

22

49万ｔ

20%

内容
140.0

　　A時点　－
　　B時点　－
　　C時点　22.7月【21年度：執行額】

2,400

事業費
事業にかかった

人件費の目安(21年度）

ア：事業の見直しを図
ることが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進める
ことが適当
エ：終了

ウ

4

4

　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

4

4

一般廃棄物の処理については、廃棄物処理法で市町村にその責務があると定められているため、今後
とも市の関与が必要。

目標は、４９万ｔであるが、平成21年度は３５万ｔとなり、当初目標を大きく上回る１４万ｔの減量を達成。ま
た、市政評価でも「適正なごみ処理」は、１３年連続で１位となるなど市民から高評価を得ている。

計画全体の実施状況を把握しながら、効率的な運営をおこなっている。

国から認定された「環境モデル都市」として、今後も継続して低炭素・循環型社会の実現に向けて取り組
んでいかなければならない。

施策名

平成２１年度

成果

年間ごみ処理量

市民１人１日当りのごみ量

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

単
年
度
計
画

実
施
状
況

現状

実
施
工
程

当初
計画

市民１人１日当りのごみ量を平成１５年度比で２０％削減

592

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

何（誰）をどの
ような状態にし
たいのか。

平成13年2月に策定した「一般廃棄物処理基本計画」に基づき、ごみ処理の基本理念を「リサイクル型・循環型」から一歩進め、ごみの発生抑
制、再使用、再資源化のいわゆる「３Ｒ」を基本に、再生品の需要拡大（ｸﾞﾘｰﾝ購入）に加え、高効率な省エネルギーや熱回収などを行う「低炭
素型」の取り組みを総合的に進め、「持続可能型」に発展させるため、当該事業では、現計画の進行管理及び見直しに向けた準備を進める。

582-2187
平成２１年度実施事業

基
本
計
画

経費区分

連絡先

環境局

一般廃棄物処理基本計画

事業期間大項目

事　業　名

主要施策 適正な廃棄物の処理

取組みの方針 総合的・先導的な廃棄物対策の推進

環境を未来に引き継ぐ

循環型の生活様式・産業構造への転換

評価結果を検証した上で、
今後の事業の方向性（いつ
から何をどうするのか）を決
定する。

評
価

実
施
結
果

今
後
の
方
向
性

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施
策実現に対する影響はどう
なのか。
　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切な
のか。市の関与をなくすこと
はできないのか。

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得ら
れないか。または同じコストでよ
り高い効果を得られないか。

２1年度に実施した結果、当
初計画（実施工程）に対す
る進捗状況はどうか。

事　業　評　価　票

内容

適正な廃棄物の処理

担当局/課 循環社会推進課

目標

裁量的経費

「北九州市一般廃棄物処理基本計画」推進事業

関連計画

その結果、実
現を目指す施
策名と成果

平成２４年度

本基本計画は、平成22年度末で終了するが、廃棄物処理法では、「市町村は区域内の一般廃棄物処
理の処理に関する計画を定めなければならない」（法６条第１項）と定められているため、これに代わる
新たな基本計画を国の第２次循環型社会形成推進基本計画、北九州市環境基本計画、グリーンフロン
ティアプランなどと整合を図りながら策定する。

20%

計画変更理由平成２２年度 平成２３年度 平成２５年度

平成２１年度

35万ｔ

達成度

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

年間ごみ処理量

発生抑制、再使用の取組み及び再資源化率を引き上げる取組みによって、年間ごみ処理量49万t体制をめざす

計画

実績

A時点：－ B時点：- C時点：22. 7月

○

49万ｔ

事業の推進及び進捗管理

事業の推進及び進捗管理

事業の推進及び進捗管理計画策定


